
公 平 委 員 会 規 則

　管理職員等の範囲を定める規則の一部を改正する規則をここに公布する。

　　令和６年３月29日

金沢市公平委員会委員長　　山　　　崎　　　正　　　美

◉金沢市公平委員会規則第１号

　　　管理職員等の範囲を定める規則の一部を改正する規則

　管理職員等の範囲を定める規則（昭和41年公平委員会規則第１号）の一部を次のように改正する。

　別表市長の事務部局の項中「技監」の次に「、交通政策監」を加え、同表の備考第１項中「技監」」の次に「、「交

通政策監」」を、「、技監」の次に「、交通政策監」を加える。

　　　附　則

　この規則は、令和６年４月１日から施行する。

公 営 企 業 管 理 規 程

　金沢市企業局の組織及び分掌事務規程及び金沢都市計画下水道事業受益者負担に関する条例施行規程の一部を改正

する規程をここに公布する。

　　令和６年３月29日

金沢市公営企業管理者　　松　　　田　　　滋　　　人

◉金沢市公営企業管理規程第２号

金沢市企業局の組織及び分掌事務規程及び金沢都市計画下水道事業受益者負担に関する条例施行規程の一部を

改正する規程

 （金沢市企業局の組織及び分掌事務規程の一部改正）

第１条　金沢市企業局の組織及び分掌事務規程（平成23年公営企業管理規程第１号）の一部を次のように改正する。

　　第２条第１項の表を次のように改める。
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●公平委員会規則

○管理職員等の範囲を定める規則の一部を改正

する規則

●公営企業管理規程

○金沢市企業局の組織及び分掌事務規程及び金

沢都市計画下水道事業受益者負担に関する条

例施行規程の一部を改正する規程

○金沢市企業局事務決裁規程の一部を改正する

規程
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を改正する規程
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課等 係

経営企画課 財務係　会計係　企画係　システム管理係

企業総務課 総務係　人事係　契約係　技術技能伝承係

　検査員室

お客さまサービス課 庶務係　給水設備係　排水設備係

　料金センター 調定係　検針・メーター係

水道整備課 庶務係　計画係　改良係　受注係　移設係　基幹管路係

　水道修繕センター 点検係　修繕係

下水道整備課 庶務係　計画係　耐震化係　改良係　修繕係

上水課 企画庶務係　配水整備係　配水管理係　浄水整備係　浄水管理係　水質係

水処理課 企画庶務係　施設整備係　水質管理係　施設管理係

　第４条第２項の表中「デジタル推進係」を「企画係」に、「電子計算組織の運用及び管理」を「情報システムの

開発支援及び運用管理」に、

「

」

を

企業総務課 総務係 １　情報公開及び個人情報保護に関する事項

２　条例、規則及び規程に関する事項

３　公印に関する事項

４　文書の収受、発送及び保存に関する事項

５　財産（物品を除く。）の取得、管理及び処分に関する事項

６　公益財団法人金沢市水道サービス公社に関する事項

７　指定給水装置工事事業者に関する事項

８　排水設備工事業者に関する事項

９　課の庶務に関する事項

10　他課及び他係に属しない事項

人事係 １　職員の任免、賞罰、身分及び服務に関する事項

２　職員の給与に関する事項

３　団体交渉に関する事項

４　職員の研修（技術技能の向上及び伝承に関するものを除く。）の企画及び

実施に関する事項

５　職員の福利厚生に関する事項

「

」

に、

企業総務課 総務係 １　情報公開及び個人情報保護に関する事項

２　文書の収受及び発送に関する事項

３　財産（物品を除く。）の取得、管理及び処分に関する事項

４　公益財団法人金沢市水道サービス公社に関する事項

５　指定給水装置工事事業者に関する事項

６　排水設備工事業者に関する事項

７　課の庶務に関する事項

８　他課及び他係に属しない事項

人事係 １　職員の任免、賞罰、身分及び服務に関する事項

２　職員の給与に関する事項

３　団体交渉に関する事項

４　職員の研修（技術技能の向上及び伝承に関するものを除く。）の企画及び

実施に関する事項

５　職員の福利厚生に関する事項

６　条例、規則及び規程に関する事項

７　公印に関する事項

８　文書の保存に関する事項

令和６年（2024年）３月29日　号外第４号の８ 金　沢　市　公　報

- 2 -



「

」

を

お客さまサ

ービス課

営業推進係 １　水道及び下水道の使用申込み等の受付及び処理に関する事項

２　水道需要の開発の推進に関する事項

３　課の庶務に関する事項

４　他係に属しない事項

水道設備係 １　水道の給水相談に関する事項

２　給水装置工事に関する事項

３　貯水槽水道の管理の適正化に関する事項

下水道設備

係

１　下水道の接続相談に関する事項

２　下水道排水設備工事に関する事項

３　下水道の普及促進に関する事項

「

」

に

お客さまサ

ービス課

庶務係 １　水道及び下水道の使用申込み等の受付及び処理に関する事項

２　課の庶務に関する事項

３　他係に属しない事項

給水設備係 １　水道の給水相談に関する事項

２　給水装置工事に関する事項

３　貯水槽水道の管理の適正化に関する事項

排水設備係 １　下水道の接続相談に関する事項

２　下水道排水設備工事に関する事項

３　下水道の普及促進に関する事項

　改め、同表建設課の項及び維持管理課の項を次のように改める。

水道整備課 庶務係 １　課の庶務に関する事項

２　水道に係る道路占用等の更新申請に関する事項

３　他係に属しない事項

計画係 １　水道施設（浄水施設を除く。）の計画及び建設に関する事項

２　水道台帳の調製及び保管に関する事項

３　水道の管路情報に関する事項

改良係 １　水道施設（浄水施設を除く。）の改良（課長が定める主要な管路の耐震工事

を除く。）に関する事項

受注係 １　受注に伴う水道施設（浄水施設を除く。）の建設及び改良に関する事項

２　開発行為に係る協議及び指導に関する事項

移設係 １　水道の管路移設等に係る受託工事の設計及び施行に関する事項

基幹管路係 １　水道施設（浄水施設を除く。）の改良（課長が定める主要な管路の耐震工事

に限る。）に関する事項

水道修繕

センター

点検係 １　水道の送水管及び配水管並びにこれに附帯する設備（浄水施設及び配水施設

に係るものを除く。）の維持管理に関する事項

２　水道に係る他工事の指導及び監督に関する事項

修繕係 １　水道の修繕工事に関する事項

２　水道に係る他工事の立会いに関する事項

下水道整備

課

庶務係 １　下水道受益者負担金に関する事項

２　課の庶務に関する事項

３　下水道に係る道路占用等の更新申請に関する事項

４　他係に属しない事項

計画係 １　下水道施設の計画に関する事項

２　下水道施設（下水道管渠
きょ

を除く。）の改良（耐震化を除く。）に関する事項

３　下水道管渠の建設に関する事項
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４　下水道台帳の調製及び保管に関する事項

５　下水道の管路情報に関する事項

６　開発行為に係る協議及び指導に関する事項

７　大量排水に係る協議及び指導に関する事項

耐震化係 １　下水道施設の耐震化の推進に関する事項

改良係 １　下水道管渠の改良（耐震化を除く。）に関する事項

２　下水道の管路移設等に係る受託工事の設計及び施行に関する事項

修繕係 １　下水道管渠の維持管理に関する事項

２　下水道に係る他工事の指導、監督及び立会いに関する事項

 （金沢都市計画下水道事業受益者負担に関する条例施行規程の一部改正）

第２条　金沢都市計画下水道事業受益者負担に関する条例施行規程（平成13年公営企業管理規程第１号）の一部を次

のように改正する。

　　第19条の２中「建設課」を「下水道整備課」に改める。

　　　附　則

　この規程は、令和６年４月１日から施行する。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　金沢市企業局事務決裁規程の一部を改正する規程をここに公布する。

　　令和６年３月29日

金沢市公営企業管理者　　松　　　田　　　滋　　　人

◉金沢市公営企業管理規程第３号

金沢市企業局事務決裁規程の一部を改正する規程

　金沢市企業局事務決裁規程（昭和39年公営企業管理規程第３号）の一部を次のように改正する。

　別表第１事務の執行の表中

「

」

を
36　受注工事及びこれに伴う本支管工事の決

定に関すること。

〇 〇

（軽易なもの）

経営企画課

「

」

に
36　受注工事及びこれに伴う本支管工事の決

定に関すること。

〇 〇

（軽易なもの）

改め、別表第１財産管理の表に次のように加える。

３ 行政財産の貸付け ○ 企業総務課

　別表第１契約イの表の備考第１項中「第21条の14第１項第２号」を「第21条の13第１項第２号」に改め、別表第１

支出イの表中「配当替え」を「所管替え」に改める。

　別表第２経営企画課の表を次のように改める。

　１　経営企画課

専決事項
専決区分等

所管次長 所管課長 合議課

１　起債の申請 ○ 　 　

２　預金から管理者保管現金への保管転換 ○

３　一時借入れ及び償還の決定 ○

　別表第２企業総務課の表中
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「

」

を

15　普通財産の貸付け ○

16　預金から管理者保管現金への保管転

換
○

17　一時借入れ及び償還の決定 ○

「

」
に15　普通財産の貸付け ○

改め、別表第２建設課の表及び維持管理課の表を次のように改める。

　４　水道整備課

専決事項
専決区分等

所管次長 所管課長 合議課

１　供給の制限及び停止の決定（契約違

反を理由とするものを除く。）
○

○

（緊急を要するもの）

２　技師及び技能技士（作業担当員とし

て本局の当直に従事する者に限る。）

の当直に関すること。

○

　５　下水道整備課

専決事項
専決区分等

所管次長 所管課長 合議課

１　私有道路における公共下水道の設置 ○

２　金沢都市計画下水道事業受益者負担

に関する条例第５条の規定による賦課

対象区域の決定等

○

３　下水道法第９条の規定による供用開

始の公示等
○

　　　附　則

　この規程は、令和６年４月１日から施行する。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　金沢市企業局職員の給与に関する規程の一部を改正する規程をここに公布する。

　　令和６年３月29日

金沢市公営企業管理者　　松　　　田　　　滋　　　人

◉金沢市公営企業管理規程第４号

金沢市企業局職員の給与に関する規程の一部を改正する規程

　金沢市企業局職員の給与に関する規程（昭和52年公営企業管理規程第５号）の一部を次のように改正する。

　第７条第１項第２号中「、維持管理課」を削る。

　別表第１中「課長　料金センター所長」を「課長」に、「担当課長」を「担当課長　料金センター所長」に改める。

　　　附　則

　この規程は、令和６年４月１日から施行する。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　金沢市企業局会計規程の一部を改正する規程をここに公布する。

　　令和６年３月29日

金沢市公営企業管理者　　松　　　田　　　滋　　　人

◉金沢市公営企業管理規程第５号

金沢市企業局会計規程の一部を改正する規程

　金沢市企業局会計規程（昭和55年公営企業管理規程第１号）の一部を次のように改正する。

　目次中「第７条」を「第７条の２」に改める。
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　第１章中第７条の次に次の１条を加える。

 （公営企業会計システムによる事務）

第７条の２　この規程の規定によることとされている会計事務に係る手続は、公営企業会計システム（管理者が指定

する情報通信技術を利用した会計事務を行うためのシステムをいう。）を使用する方法により処理が行われた場合

は、当該処理をもって当該手続が行われたものとみなす。

　第９条第２項中「（様式第１号）」を削り、同条第３項「（様式第２号）」を削り、同条第４項中「（様式第３号）」を

削る。

　第10条中「（様式第４号）」を削る。

　第12条第１項第１号中「（様式第５号）」を削り、同項第２号中「（様式第６号）」を削り、同項第３号中「（様式第

７号）」を削り、同項第４号中「（様式第８号）」を削り、同項第５号中「（様式第９号）」を削り、同項第６号中「（様

式第10号）」を削り、同項第７号中「（様式第11号）」を削り、同項第８号中「（様式第12号）」を削り、同項第９号中「（様

式第13号）」を削り、同項第10号中「（様式第14号）」を削り、同項第11号中「（様式第15号）」を削り、同項第12号中「（様

式第16号）」を削り、同項第13号中「（様式第17号）」を削る。

　第20条第２号から第５号までを削り、同条第６号中「前各号」を「前号」に、「様式第22号の２」を「様式第19号」

に改め、同号を同条第２号とする。

　第21条の２の見出し中「収入」を「公金」に改め、同条第１項中「）第33条の２の規定により収入の徴収又は収納

の事務を私人」を「。以下「法」という。）第33条の２において準用する地方自治法（昭和22年法律第67号）第243条

の２第１項の規定により同項に規定する公金事務（公金の徴収又は収納に関する事務に限る。）を同項の規定により

指定する者」に改め、同条第３項中「収入」を「公金」に改める。

　第21条の３を次のように改める。

 （指定公金事務取扱者の身分証票）

第21条の３　管理者は、法第33条の２において準用する地方自治法第243条の２第１項に規定する指定公金事務取扱

者（以下「指定公金事務取扱者」という。）（公金の徴収又は収納に関する事務の委託を受けた者に限る。以下この

節において同じ。）のうち必要があると認めるものについては、公金の徴収又は収納の事務の委託に係る証票（様

式第22号の３）を交付する。

　第22条中「収入事務受託者」を「指定公金事務取扱者」に、「収入の」を「公金の」に改める。

　第24条第２項中「収入事務受託者」を「指定公金事務取扱者」に改める。

　第29条第１項中「（様式第25号）」を削る。

　第30条の２の次に次の２条を加える。

 （公金の支出の委託）

第30条の３　法第33条の２において準用する地方自治法第243条の２第１項の規定により同項に規定する公金事務

（公金の支出に関する事務に限る。）を同項の規定により指定する者に委託しようとするときは、契約を締結する

ものとする。

２　前項の契約の締結に際しては、資金の交付方法、支出事務の執行手続、支出額の計算書に関する事項、交付資金

の残額の処置、委託の始期及び終期、委託料及び担保に関する事項その他必要な事項について書面により明らかに

しておくものとする。

３　第21条の２第３項の規定は、第１項の契約を締結したときの公表の方法についてこれを準用する。

 （指定公金事務取扱者の支出の結果の報告）

第30条の４　指定公金事務取扱者（公金の支出に関する事務の委託を受けた者に限る。）は、法第33条の２において

準用する地方自治法第243条の２の６第３項の規定により支出の結果を企業出納員に報告するときは、契約に定め

る計算書により行うものとする。

２　前項の報告を受けた企業出納員は、交付した資金に残余があるときは、これを返納させるものとする。ただし、

引き続き次回の資金を交付するときは、残金をこれに充当することができる。

　第39条の２第２項中「（様式第26号）」を削る。

　第43条第１項中「出庫依頼書（様式第27号）」を「出庫伝票」に改め、同条第２項中「出庫依頼書」を「出庫伝票」

に改め、「、出庫伝票（様式第27号の２）を発行し」を削る。

　第44条第１項中「返納通知書（様式第28号）」を「返納伝票」に改め、同条第２項中「返納通知書」を「返納伝票」

に改め、「、返納伝票（様式第28号の２）を発行し」を削る。
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　第45条第１項中「（様式第29号）」を削り、同条第２項中「（様式第29号の２）」を削る。

　第45条の２第１項中「（様式第29号の３）」を削り、同条第２項中「（様式第29号の４）」を削る。

　第50条第３項中「（様式第30号）」を削る。

　第57条中「（様式第31号）」を削る。

　第58条中「物品シール（様式第33号）を付け、保管しなければ」を「取得年月日、保管課その他当該物品を特定す

ることができる情報を当該物品に明示しなければ」に改める。

　第59条第１項中「（様式第34号）」を削る。

　第61条第１項中「物品返納書（様式第35号）」を「物品組替兼処分申請書」に改める。

　第70条中「（様式第36号）」を削る。

　第82条中「（様式第37号）」及び「（様式第38号）」を削る。

　別表第１甲表中「建設課」を「水道整備課」に、「維持管理課」を「下水道整備課」に改める。

　様式第１号から様式第17号までを次のように改める。

様式第１号から様式第17号まで　削除

　様式第18号中「金沢市企業局収入事務受託者」を「金沢市企業局指定公金事務取扱者」に改め、同様式を同様式

（表）とし、同様式の次に次のように加える。

（裏）

この欄には、納付額を納期限

までに納付しなかった場合に

おいて執られるべき措置を記

入すること。

　様式第19号を次のように改める。

令和６年（2024年）３月29日　号外第４号の８ 金　沢　市　公　報

- 7 -



様
式
第

1
9
号
 

第
１
葉
 

書
知

通
入

納

円
額

計
合

）
称

名
（

名
氏

・
）

地
在

所
（

所
住

者
入

納

限
期

納

、
し

だ
た

様

市
沢

金
は

又
関

機
融

金
扱

取
納

出
局

業
企

市
沢

金
、

に
で

ま
限

期
納

◎

日
月

年
。

い
さ

だ
く

て
し

付
納

へ
関

機
融

金
扱

取
納

収
局

業
企

者
理

管
業

企
営

公
市

沢
金

。
い

さ
だ

く
管

保
て

せ
併

と
書

証
収

領
は

書
知

通
入

納
◎

印
。

い
さ

だ
く

意
注

ご
で

の
ん

せ
ま

り
お

て
っ

扱
り

取
は

で
局

便
郵

◎

号
番

書
知

通

日
月

年
引

取

額
金 消

費
税

等
相

当
額
 

 

額
計

合

課
当

担

令和６年（2024年）３月29日　号外第４号の８ 金　沢　市　公　報

- 8 -



第
２

葉
 

書
証

収
領

局
業

企
市

沢
金

）
控

（
書

付
納

局
業

企
市

沢
金

書
知

通
済

収
領

局
業

企
市

沢
金

計
会

度
年

計
会

度
年

計
会

度
年

号
番

書
知

通
号

番
書

知
通

円
額

計
合

人
取

受

号
番

書
知

通
号

番
関

機
納

収

人
頼

依
ご

人
頼

依
ご

計
会

分
区

度
年

票
帳

務
業

様
様

限
期

納

 
ご

依
頼

人
 

人
取

受
人

取
受

額
計

合
額

計
合

 
 

 
 

 
 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 

 
 
 

 
 
 
 

様
 

円
円

考
備

考
備

印
付

日
収

領
考

備

。
た

し
ま

し
収

領
を

額
金

の
記

上

関
機

融
金

扱
取

納
出

局
業

企
市

沢
金

限
期

納

関
機

融
金

扱
取

納
収

局
業

企
市

沢
金

印
付

日
収

領
印

付
日

収
領

で
の

た
し

ま
し

収
領

り
お

と
の

記
上

。
す

ま
し

知
通

員
納

出
業

企
局

業
企

市
沢

金
）

先
宛

（

関
機

融
金

扱
取

納
出

局
業

企
市

沢
金

関
機

融
金

扱
取

納
収

局
業

企
市

沢
金

令和６年（2024年）３月29日　号外第４号の８ 金　沢　市　公　報

- 9 -



　様式第20号から様式第22号の２までを次のように改める。

様式第20号から様式第22号の２まで　削除

　様式第22号の３（表）中「収入事務受託者証」を「指定公金事務取扱者証」に改め、「部」を削り、「第33条の２」

の次に「において準用する地方自治法第243条の２第１項」を加え、同様式（裏）を次のように改める。

（裏）

地方公営企業法（抜粋）

（この欄には、地方公営企業法第33条の２の条文を記載すること。）

地方自治法 (抜粋 )

（この欄には、地方自治法第243条の２の条文を記載すること。）

　様式第23号その１中

「
水　　　　　　　道 下　　　水　　　道

給水使用料金 消費税等相当額 使用料 消費税等相当額

円 円 円 円

」

を

「
水　　　　　　　道 下　　　水　　　道

給水使用料金 消費税等相当額 使用料 消費税等相当額 延滞金

円 円 円 円 円

」

に

改め、同様式その２を削り、同様式その３を同様式その２とし、同様式その４中「消費税相当額」を「消費税等相当

額」に、

「
消費税等相当額

円

」

を

「
消費税等相当額 延滞金

円 円

」

に改め、

同その４を同様式その３（表）とし、同その３の次に次のように加える。
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（裏）

この欄には、納付額を納期限までに納付しなかった場合において執られるべき措置を記入すること。

　様式第24号その１第１葉から第３葉までの規定中

「
水 　 　 　 　 　 　 　 道 下 　 　 　 水 　 　 　 道

給 水 使 用 料 金
消 費 税 等

相 当 額
使 用 料

消 費 税 等

相 当 額

円 円 円 円

」

を

「
水 　 　 　 　 　 　 　 道 下 　 　 　 水 　 　 　 道

給 水 使 用 料 金
消 費 税 等

相 当 額
使 用 料

消 費 税 等

相 当 額
延 滞 金

円 円 円 円 円

」

に

改め、同様式その２中
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「
水 　 　 　 　 　 　 　 道 下 　 　 　 水 　 　 　 道

給 水 使 用 料 金
消 費 税

等 相 当 額
使 用 料

消 費 税

等 相 当 額

円 円 円 円

」

を

「
水 　 　 　 　 　 　 　 道 下 　 　 　 水 　 　 　 道

給 水 使 用 料 金
消 費 税

等 相 当 額
使 用 料

消 費 税

等 相 当 額
延 滞 金

円 円 円 円 円

」

に

改め、同様式その４を削り、同様式その５を同様式その４とする。

　様式第24号の２その１第１葉中「金沢市企業局収入事務受託者」を「金沢市企業局指定公金事務取扱者」に改め、

同その１第２葉備考中「収入事務受託者」を「指定公金事務取扱者」に改め、同様式その２第１葉及び第２葉中

「
水 　 　 　 　 　 　 　 道 下 　 　 　 水 　 　 　 道

給 水 使 用 料 金
消 費 税 等

相 当 額
使 用 料

消 費 税 等

相 当 額

円 円 円 円

」

を
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「
水 　 　 　 　 　 　 　 道 下 　 　 　 水 　 　 　 道

給 水 使 用 料 金
消 費 税 等

相 当 額
使 用 料

消 費 税 等

相 当 額
延 滞 金

円 円 円 円 円

」

に

改め、同その２第３葉中

「
水 　 　 　 　 　 　 　 道 下 　 　 　 水 　 　 　 道

給 水 使 用 料 金
消 費 税 等

相 当 額
使 用 料

消 費 税 等

相 当 額

円 円 円 円

」

を

「
水 　 　 　 　 　 　 　 道 下 　 　 　 水 　 　 　 道

給 水 使 用 料 金
消 費 税 等

相 当 額
使 用 料

消 費 税 等

相 当 額
延 滞 金

円 円 円 円 円

」

に

「金沢市企業局収入事務受託者」を「金沢市企業局指定公金事務取扱者」に改め、同様式その３第１葉中

「
水 　 　 　 　 　 　 　 道 下 　 　 　 水 　 　 　 道

給 水 使 用 料 金
消 費 税

等 相 当 額
使 用 料

消 費 税

等 相 当 額

円 円 円 円

」

を

、
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「
水 　 　 　 　 　 　 　 道 下 　 　 　 水 　 　 　 道

給 水 使 用 料 金
消 費 税

等 相 当 額
使 用 料

消 費 税

等 相 当 額
延 滞 金

円 円 円 円 円

」

に

「金沢市企業局収入事務受託者」を「金沢市企業局指定公金事務取扱者」に改め、同その３第２葉中

「
水 　 　 　 　 　 　 　 道 下 　 　 　 水 　 　 　 道

給 水 使 用 料 金
消 費 税 等

相 当 額
使 用 料

消 費 税 等

相 当 額

円 円 円 円

」

を

「
水 　 　 　 　 　 　 　 道 下 　 　 　 水 　 　 　 道

給 水 使 用 料 金
消 費 税 等

相 当 額
使 用 料

消 費 税 等

相 当 額
延 滞 金

円 円 円 円 円

」

に

改め、同その３第３葉中

、
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「
水 　 　 　 　 　 　 　 道 下 　 　 　 水 　 　 　 道

給 水 使 用 料 金
消 費 税 等

相 当 額
使 用 料

消 費 税 等

相 当 額

円 円 円 円

」

を

「
水 　 　 　 　 　 　 　 道 下 　 　 　 水 　 　 　 道

給 水 使 用 料 金
消 費 税 等

相 当 額
使 用 料

消 費 税 等

相 当 額
延 滞 金

円 円 円 円 円

」

に

「金沢市企業局収入事務受託者」を「金沢市企業局指定公金事務取扱者」に改め、同様式その４を削る。

　様式第25号から様式第38号までを次のように改める。

様式第25号から様式第38号まで　削除

　様式第39号（表）中「金沢市企業局収入事務受託者」を「金沢市企業局指定公金事務取扱者」に改め、同様式（裏）

中「には」の次に「、納付額を納期限までに納付しなかった場合において執られるべき措置」を加える。

　様式第40号中「金沢市企業局収入事務受託者」を「金沢市企業局指定公金事務取扱者」に改め、同様式を同様式

（表）とし、同様式の次に次のように加える。

、
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（裏）

この欄には、納付額を納期限

までに納付しなかった場合に

おいて執られるべき措置を記

入すること。

　様式第41号を次のように改める。
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　　　附　則

 （施行期日）

１　この規程は、令和６年４月１日から施行する。

 （経過措置）

２　改正後の金沢市企業局会計規程の規定は、令和６年度分からの会計事務について適用し、令和５年度分までの会

計事務については、なお従前の例による。

３　管理者は、令和８年３月31日までの間は、なお従前の例により、施行日の前日において現に公金の徴収若しくは

収納又は支出に関する事務（以下この項において「従前の公金事務」という。）を行わせている者（地方自治法の

一部を改正する法律（令和５年法律第19号。以下「地方自治法改正法」という。）附則第７条の規定による改正後

の地方公営企業法（昭和27年法律第292号）第33条の２において準用する地方自治法改正法による改正後の地方自

治法第243条の２第１項の規定による指定を受けた者を除く。）に当該従前の公金事務を行わせることができる。

４　この規程の施行の際現に存する改正前の書式による用紙は、当分の間、所要の調整をして使用することができる。

５　この規程の施行の日前に交付された改正前の金沢市企業局会計規程の規定による納入通知書等は、改正後の金沢

市企業局会計規程の規定にかかわらず、なお効力を有する。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　金沢市水道給水条例施行細則の一部を改正する規程をここに公布する。

　　令和６年３月29日

金沢市公営企業管理者　　松　　　田　　　滋　　　人

◉金沢市公営企業管理規程第６号

金沢市水道給水条例施行細則の一部を改正する規程

　金沢市水道給水条例施行細則（昭和29年公営企業管理規程第１号）の一部を次のように改正する。

　第27条第２号中「厚生労働大臣」を「国土交通大臣及び環境大臣」に改める。

　　　附　則

　この規程は、令和６年４月１日から施行する。

公 営 企 業 訓 令 甲

◉金沢市公営企業訓令甲第１号

企　　　　　業　　　　　局　

　金沢市企業局職員の待機に関する規程（昭和48年公営企業訓令甲第７号）の一部を次のように改正する。

　　令和６年３月29日

金沢市公営企業管理者　　松　　　田　　　滋　　　人

　第２条中「維持管理課」を「水道整備課」に改める。

　第５条第１項中「維持管理課長」を「水道整備課長」に改める。

　　　附　則

　この訓令は、令和６年４月１日から施行する。

病 院 事 業 管 理 規 程

金沢市立病院事務決裁規程の一部を改正する規程をここに公布する。

　　令和６年３月29日

金沢市病院事業管理者　　髙　　　田　　　重　　　男

◉金沢市病院事業管理規程第２号

金沢市立病院事務決裁規程の一部を改正する規程

　金沢市立病院事務決裁規程（平成25年病院事業管理規程第３号）の一部を次のように改正する。

　別表財産管理の表に次のように加える。
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３　行政財産の貸付け ○

４　普通財産の売払い又は交換（譲与し、又は時価より低い価格で

処分する場合を除く。）

1,500万円以下

５　普通財産の貸付け ○

　　　附　則

　この規程は、令和６年４月１日から施行する。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　金沢市立病院職員の給与に関する規程の一部を改正する規程をここに公布する。

　　令和６年３月29日

金沢市病院事業管理者　　髙　　　田　　　重　　　男

◉金沢市病院事業管理規程第３号

　　　金沢市立病院職員の給与に関する規程の一部を改正する規程

　金沢市立病院職員の給与に関する規程（平成25年病院事業管理規程第10号）の一部を次のように改正する。

　第３条の２第１項中「第４項」を「第６項」に改め、同条第３項中「当該職員に適用される給料表及び職務の級に

応じて別表第２に掲げる」及び「（その額が給料月額の100分の4.5を超えるときは、給料月額の100分の4.5に相当す

る額とし、その額に１円未満の端数があるときは、その端数を切り捨てた額とする。）」を削り、「採用された職員」

の次に「（以下「定年前再任用短時間勤務職員」という。）」を加え、同条第４項を同条第６項とし、同条第３項の次

に次の２項を加える。

４　前項に規定する調整基本額は、次の各号に掲げる職員の区分に応じ、当該各号に定める額（その額が給料月額（定

年前再任用短時間勤務職員及び育児短時間勤務職員等にあっては、その者に適用される給料表並びにその職務の級

及び号給に応じた額。以下この項において同じ。）の100分の4.5を超えるときは、給料月額の100分の4.5に相当す

る額とし、その額に１円未満の端数があるときは、その端数を切り捨てた額）とする。

　⑴　次号に掲げる職員以外の職員　当該職員に適用される給料表及び職務の級に応じた別表第２に掲げる額

　⑵　定年前再任用短時間勤務職員　当該職員に適用される給料表及び職務の級に応じた別表第２の２に掲げる額

５　一般職の給与条例附則第10項の適用を受ける職員に対する前項の規定の適用については、当分の間、同項中「応

じた額」とあるのは「応じた額に100分の70を乗じて得た額（その額に、50円未満の端数を生じたときはこれを切り

捨て、50円以上100円未満の端数を生じたときはこれを100円に切り上げた額）」と、同項第１号中「掲げる額」とあ

るのは「掲げる額に100分の70を乗じて得た額（その額に、50円未満の端数を生じたときはこれを切り捨て、50円以

上100円未満の端数を生じたときはこれを100円に切り上げた額）」とする。

　第６条第１項第３号ウ中「（エに掲げる職員を除く。）」を削り、同号エを削る。

　別表第１中
「

看護師 0.9
」
を

「
看護師（助産業務に従事する看護師に限る。） 1.1

看護師（助産業務に従事する看護師を除く。） 0.9
」

に

改める。

　別表第２中「第３条の２」を「第３条の２第４項第１号」に改め、同表の次に次の１表を加える。

別表第２の２　調整基本額表（第３条の２第４項第２号関係）

　１　行政職給料表

職務の級 調整基本額

１級 5,600円

２級 6,500円

３級 7,700円

４級 8,200円

５級 8,700円
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６級 9,500円

７級 10,700円

８級 11,700円

９級 13,200円

　２　医療職給料表⑵

職務の級 調整基本額

１級 5,700円

２級 6,500円

３級 7,300円

４級 7,700円

５級 8,500円

６級 9,700円

７級 11,000円

８級 12,800円

　３　医療職給料表⑶

職務の級 調整基本額

１級 7,100円

２級 7,700円

３級 7,900円

４級 8,200円

５級 8,700円

６級 9,800円

７級 11,100円

　別表第３中「院長　副院長」を「院長」に、「診療部長　診療部副部長　中央診療部長　中央診療部副部長　臨床

検査室長」を「副院長　中央診療部副部長」に、「事務局次長　医事室長」を「診療部副部長　事務局次長」に、「事

務局担当次長」を「事務局担当次長　医事室長」に改める。

　別表第５中

「
第６条第１項第３号ウに該当

する者

１日につき　290 円

第６条第１項第３号エに該当

する者

１日につき　3,000 円

（新型コロナウイルス感染症

の患者若しくはその疑いのあ

る者の身体に接触し、又はこ

れらの者に長時間にわたり接

して行う作業その他管理者が

これに準ずると認める作業

に従事したときにあっては、

4,000 円）
」

を

「
第６条第１項第３号ウに該当

する者

１日につき　290 円

」

に

改める。

　　　附　則

　この規程は、令和６年４月１日から施行する。
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　金沢市立病院会計規程の一部を改正する規程をここに公布する。

　　令和６年３月29日

金沢市病院事業管理者　　髙　　　田　　　重　　　男

◉金沢市病院事業管理規程第４号

金沢市立病院会計規程の一部を改正する規程

　金沢市立病院会計規程（平成25年病院事業管理規程第13号）の一部を次のように改正する。

　第22条の見出し中「収入」を「公金」に改め、同条第１項中「）第33条の２の規定により収入の徴収又は収納の事

務を私人」を「。以下「法」という。）第33条の２において準用する地方自治法（昭和22年法律第67号）第243条の２

第１項の規定により同項に規定する公金事務（公金の徴収又は収納に関する事務に限る。）を同項の規定により指定

する者」に改め、同条第３項中「収入」を「公金」に改める。

　第23条の見出し中「収入事務受託者」を「指定公金事務取扱者」に、同条第１項中「収入の徴収又は収納の委託を

受けた私人（以下「収入事務受託者」という。）」を「法第33条の２において準用する地方自治法第243条の２第１項

に規定する指定公金事務取扱者（以下「指定公金事務取扱者」という。）（公金の徴収又は収納に関する事務の委託を

受けた者に限る。以下この節において同じ。）」に、「ついては、収入」を「ついては、公金」に改める。

　第24条第１項及び第25条第２項中「収入事務受託者」を「指定公金事務取扱者」に改める。

　様式第19号（表）中「収入事務受託者証」を「指定公金事務取扱者証」に、「第33条の２」の次に「において準用

する地方自治法第243条の２第１項」を加え、

「
地方公営企業法（抜粋）

（この欄には、地方公営企業法第 33 条の２の条文を記載すること。）
」

を

「
地方公営企業法（抜粋）

（この欄には、地方公営企業法第 33 条の２の条文を記載すること。）

地方自治法（抜粋）

（この欄には、地方自治法第 243 条の２の条文を記載すること。）
」

に改める。

　様式第21号第１葉中「金沢市立病院収入事務受託者」を「金沢市立病院指定公金事務取扱者」に改める。

　　　附　則

１　この規程は、令和６年４月１日から施行する。

２　この規程の施行の際現に存する改正前の様式第21号の書式による用紙は、当分の間、所要の調整をして使用する

ことができる。

令和６年（2024年）３月29日　発行   発行人
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